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1. 序論：AI自律発明を巡る議論の現在地と2026年における
政策的転換点 
生成AIおよび自律型AIエージェントの急速な高度化に伴い、研究開発プロセスにおける人間の役割
と知的財産権制度の整合性が世界的な政策課題として浮上している1。日本国内においては、2026
年6月16日に開催された産業構造審議会知的財産分科会第56回特許制度小委員会において、特
許庁から「AIが自律的に開発した成果物（AI自律発明）についても特許法で保護すべきである」とす
る製薬企業からの意見が報告され、産業界の注目を集めた4。この報告は、特許庁の委託により三

菱UFJリサーチ＆コンサルティングが2026年3月に取りまとめた『AI発明の保護に関する調査研究報
告書』の国内ヒアリング調査結果等に基づくものであり、AI技術を巡る日本の特許政策が抽象的な
概念整理の段階から、具体的な産業間の利害調整および法制度設計の段階へと移行したことを象

徴している6。 
日本におけるAI自律発明を巡る議論を正確に理解するためには、司法判断の確定と行政・立法府
における政策検討の深化という2つの時間軸を交差させて捉える必要がある2。司法の領域では、人

工知能「DABUS（ダバス）」を発明者として記載した国際特許出願（特願2020-543051号）の却下処
分取消訴訟において、2024年5月16日の東京地方裁判所判決（令和5年（行ウ）第5001号）、2025
年1月30日の知的財産高等裁判所判決（令和6年（行コ）第10006号）を経て、2026年3月4日に最高
裁判所第二小法廷（岡村和美裁判長）が上告不受理決定を下した11。これにより、「現行特許法にお

ける発明者は自然人に限られ、AIを発明者とする出願は認められない」とする解釈が判例上確定し
た11。一方で、東京地裁および知財高裁は、現行法の解釈としてAIの発明者適格を否定しつつも、AI
自律発明の保護の在り方や権利の存続期間等の制度設計については、AIがもたらす社会経済構造
の変化を踏まえた産業政策上の観点から「立法論として検討すべき問題」であることを明確に示唆し

た10。 
この司法からの問題提起を受ける形で、政府の知的財産戦略本部および特許庁は段階的に検討を

深めてきた2。2024年6月の「知的財産推進計画2024」では、AIが自律的に発明の特徴的部分を完
成させることが可能となった場合の取扱いについて、技術の進展や国際動向、ユーザーニーズを踏

まえた検討を進める方針が打ち出された2。続く2025年6月3日決定の「知的財産推進計画2025（副
題：IPトランスフォーメーション）」では、日本企業のAI利活用率を概ね100%に引き上げることと並び、
「AI利用発明の明確化を進め、AI利用による研究開発を促進する（AI分野の研究費の増加）」ことが
重要業績評価指標（KPI）として初めて設定され、AI開発者へのインセンティブ担保や発明者の定義
の明確化が重点課題とされた14。さらに、2026年6月12日に決定された「知的財産推進計画2026」で
は、特許および意匠の実務に生じる課題について、国際的な動向を見極めつつ産業構造審議会の

各小委員会で短期・中期的に検討を継続する方針が明記され、同年7月27日には特許庁初のAI活



用基本方針となる「JPO AIビジョン」が公表されるなど、「人間中心」の原則とAI利活用推進を両立さ
せるガバナンス構築が進められている3。 
特許庁の一連の調査研究および審議会では、AI技術が関連する発明を「AIモデル発明（新たな機械
学習モデル自体の発明）」「AI適用発明（特定分野へのAI適用）」「AI利用発明（人間がAIを道具とし
て利用して創出した発明）」「AI自律発明（人間の創作的関与なしにAIが自律的に生成した発明）」の
4パターンに分類した上で、議論の焦点を創作過程にAIが関与する「AI利用発明」と「AI自律発明」に
絞っている8。 



 



こうした政策議論の基盤となっているのが、AI自律発明の「技術的な実現可能性」に対する冷静な現
状認識と将来予測のギャップである2。特許庁の調査研究や特許制度小委員会（第51回・第53回）で
の検討によれば、マテリアルズ・インフォマティクスによる新規材料探索の効率化や、発明創作過程

における生成AIの「壁打ち」相手としての活用は既に広く普及しているものの、現在のAIの技術水準
では発明の創作に人間の関与が一定程度必要であり、人間が全く関与せずにAIが単独で発明を完
成させる「完全なAI自律発明」の実例は現時点では確認されていない2。審議会において提示された

仮想事例（寒冷地用接着剤の開発において、願望・ニーズの把握、課題の着想から性能評価までの

全工程をAIが単独で実施するケース）についても、法学者からは「現時点ではおとぎ話に近い」との
評価が示されるなど、足下での実現可能性は低いと位置づけられている19。 
しかし、将来的な実現可能性については「長期的にも実現困難」とする見解と、「中長期的には実現

可能」とする見解が交錯している19。特に研究機関からは、現在は人間が初期設定や評価を行う必

要があるものの、将来的にはロボットが自律的に生成AIを運用し、実験結果をフィードバックし続け
るクローズドループ（自律駆動型実験システム）が出現する可能性が指摘されている19。このように、

完全なAI自律発明は「現在すでに顕在化している問題」ではなく「中長期的に到来し得る構造的課
題」であるがゆえに、その保護の要否を巡っては、各産業が直面している研究開発の経済構造や競

争環境の違いが先鋭的な形で投影される結果となっている6。 

2. 産業界における意見対立の構造：なぜ製薬企業はAI自律
発明の保護を求めるのか 
2026年3月の特許庁『AI発明の保護に関する調査研究報告書』および同年6月の第56回特許制度
小委員会において最も注目された事実は、「AI自律発明を特許法上の『発明』として認め、保護すべ
きか否か」という問いに対して、国内企業の意見が業種によって真っ二つに分かれた点である6。同

調査では、研究開発や知財業務にAIを利活用している企業等11者（製薬2者、化学1者、電機・情報
通信4者、電子機器1者、自動車2者、研究機関1者）および有識者（学識者・法曹関係者）5名に対す
る詳細なヒアリングが実施された8。その結果、製薬企業がAI自律発明の特許保護に対して積極的
な賛成姿勢を示したのに対し、自動車や電機・情報通信（IT）業界の企業は保護に対して慎重・否定
的な立場をとり、国際調和を優先すべきであるとの強い温度差が浮き彫りとなった6。 
この業種間の対立は、単なる法解釈の相違ではなく、医薬品産業と電機・自動車産業における「研

究開発投資の回収メカニズム」および「AI自律発明の出現形態」の根本的な違いに起因している8。 
第一に、製薬企業がAI自律発明の保護を強く求める背景には、創薬ビジネス特有の投資回収構造
がある18。医薬品の開発には、標的分子の探索やリード化合物の設計といった初期の創薬段階（探

索研究）の後に、非臨床試験、さらには人間を対象とする複数段階の臨床試験（治験）および薬事承

認審査という、莫大な研究開発費と長い歳月を要するプロセスが控えている1。近年、AIが設計した
新薬候補化合物が臨床試験で成功を収めるなどAI創薬の実用化が急速に進んでいるが、たとえ初
期の化合物設計やスクリーニングの工程が人間の関与なしにAIによって自律的に行われたとして
も、その後に続く治験や実用化の莫大な投資リスクは依然として製薬企業が負担しなければならな

い1。もし「AIが自律的に創出した物質や医薬用途である」という理由で特許権による排他的保護が
否定されれば、後発企業による模倣を防ぐことができず、巨額の開発投資を回収するシステム自体

が崩壊し、結果として創薬イノベーションが停滞するという強い危機感が製薬業界には存在する1。 
第二に、技術的性質の面でも、医薬品業界と電気機器業界とではAI自律発明の出現可能性が異な
ることが報告書で指摘されている8。医薬品分野においては、特定の疾患標的に作用する新規の化



学構造式や医薬用途そのものが製品の核心的価値と直結するため、生成AIと自動合成・評価ロボッ
トが結合した際、人間の研究者が個別の分子構造を着想しなくとも、AIが自律的に有望な候補物質
を出力する事態が他産業よりも直接的に顕在化しやすい構造にある1。 
これに対し、自動車業界や電機・情報通信（IT）業界がAI自律発明の特許保護に強く反対・警戒する
理由は、主に2つの論理に基づいている18。 
1つ目は、特許制度の存在意義である「インセンティブ論」からの批判である20。特許制度は本来、自

然人である発明者やその承継人に対して一定期間の独占排他権というインセンティブ（報酬）を付与

することで創作意欲を刺激し、併せて技術情報の公開を促すことで産業の発達に寄与する仕組みで

ある19。しかし、AI自体は権利や富、名誉を欲する主体ではないため、AIが自律的に生成した成果物
に対して特許というインセンティブを与える理論的必然性が認められないという主張である20。 
2つ目は、より実務的かつ地政学的な懸念としての「海外巨大テック企業による特許乱発・市場独占
リスク」である18。多数の要素技術や部品、ソフトウェアの組み合わせによって製品が構成される電

機・IT・自動車産業においては、米国や中国の巨大IT企業など、圧倒的な計算資源とAI開発力を有
する海外勢が、AIの自律生成能力を駆使して膨大な数の特許出願を機械的に量産・取得する事態
が最大の脅威となる18。AI自律発明にまで特許権を付与すれば、資本力と処理能力に勝る海外企業
による技術領域の網羅的な独占を許し、日本企業の事業活動の自由度や健全な自由競争が著しく

阻害されるという強い警戒感が、電機・自動車業界の慎重論の根底にある6。 



 



3. 特許法体系における解釈論的波及課題：発明定義・引用発
明・先使用権の連関 
AI自律発明を巡る議論において極めて重要なもう一つの側面は、仮に「AI自律発明には特許権を付
与しない」という政策的立場をとったとしても、特許法第2条第1項が定義する「発明（自然法則を利用
した技術的思想の創作のうち高度のもの）」という概念からAI自律発明を完全に排除してしまうと、特
許法体系の他の条文に深刻な解釈上の不整合が生じるという点である2。 
2026年3月の調査研究報告書において、企業等の間ではAI自律発明を「保護すべきか」という政策
論で意見が割れたものの、法学者や法曹関係者からなる有識者の間では「特許法第2条第1項の
『発明』にはAI自律発明も含まれる」という意見が多数を占めた8。有識者がこのように解する最大の

理由は、「特許権の付与対象としての発明」だけでなく、「他人の不当な権利化を阻止するための引

用発明（先行技術）」や「自社の事業継続を守るための先使用権の対象となる発明」との体系的整合

性を維持する必要があるためである2。 
3.1 引用発明適格性（特許法第29条第1項各号）におけるパラドックス 
DABUS事件の訴訟過程においても原告側から指摘され、特許制度小委員会でも最重要論点の一つ
として議論されたのが「AI生成情報の引用発明適格性」である2。特許法第29条第1項各号は、特許
出願前に日本国内または外国において公然知られた「発明」（公知発明）、公然実施をされた「発明」

（公然実施発明）、または頒布された刊行物に記載された「発明」については、新規性を欠くものとし

て特許を受けることができないと規定している2。 
もし、特許法上の「発明」の定義を「自然人が創作したものに限られる」と厳格に限定解釈してしまう

と、第29条第1項各号が定める公知発明や公然実施発明等（引用発明）にもAI自律発明やAI生成技
術情報は含まれないという論理的帰結を招く2。その結果、AIが自律的に生み出した技術情報が公
開され公知・公用となった後であっても、第三者である自然人が後から同一の技術を自然人を発明

者として出願すれば、先行するAI生成物は「発明」ではないために引用発明として機能せず、新規性
要件違反にはならないという極めて不合理な結果を招来することになる2。 
この点について、特許庁の国内ヒアリング調査では、企業等および有識者の双方から「AIが生成し
た技術情報であっても、内容が技術的に妥当であれば引用発明として認めるべきであり、AI生成で
あることのみを理由に除外すべきではない」との意見で一致した8。現行の審査基準の適用によって

も十分に対応可能であるとする見解が多数を占めており、引用発明の対象にAI自律発明を含める
観点からも、特許法第2条第1項の発明の定義規定からAI自律発明を除外することには弊害が生じ
ると整理されている8。 
3.2 先使用権（特許法第79条）の成否を巡る実務的課題 
引用発明適格性と並んで、日本企業が強い関心を寄せているのが「先使用権（特許法第79条）」の
成否である9。先使用権を有するには、先願者の特許出願以前から、独立して同一内容の発明を完

成させ、日本国内においてその発明の実施である事業または事業の準備をしていることが要件と解

されている19。また、裁判例や学説によれば、特許出願時の実施形式に具現された発明と同一性を

失わない範囲内であれば実施形式を変更しても先使用権が認められ、特許発明と先使用発明の技

術的思想の同一性が要件とされる傾向がある9。 
製造業や化学・素材産業等の現場では、自社の研究開発活動の中でAIが自律的に創作した技術に
ついて、あえて特許出願せずに営業秘密（ノウハウ）として秘匿したまま事業の準備・実施に入る

ケースが想定される19。このとき、後から競合他社が同一の技術について特許権を取得した場合、も



し自社内でAIが自律生成した技術が先使用権の要件が求める「独立した同一内容の発明」に該当し
ないと解釈されると、先使用権を主張できず自社の事業継続が阻害されかねない9。 
そのため、調査研究報告書では、AI自律発明の特許権付与自体には慎重な業界を含め、企業等お
よび有識者の多数から「AI自律発明も先使用権の『発明』に含め、その実施者が先使用権を主張で
きるとすべきである」との意見が示された8。もっとも、諸外国の条文・審査基準・裁判例を調査した限

りでは、先使用発明がAI自律発明であった場合の先使用権の成否に関する情報は確認されておら
ず、日本法においても現行法第79条の解釈や他条文への影響に関して課題が残されていることが
指摘されている8。 
3.3 明細書の記載要件（特許法第36条）とAI利用プロセスの開示要否 
さらに、発明の創作過程にAIを利用したことやAIによる具体的な処理プロセスを明細書において開
示させる必要があるかという「記載要件」の論点も検討された9。現行の審査基準における実施可能

要件（第II部第1章第1節2（2））では、当業者が明細書等に記載された発明の実施についての説明お
よび出願時の技術常識に基づき、請求項に係る発明を実施しようとした場合に、どのように実施する

かを理解できるか否かによって判断される旨が規定されている9。 
ヒアリング調査の結果、企業等および有識者の多数からは、発明創作にAIを利用したことの開示要
件は「現時点では不要」との意見が示された8。ただし、将来的にAI技術のさらなる高度化やブラック
ボックス化が進んだ場合には、開示要件が必要となる可能性もあるとの指摘がなされている8。 
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3. 引用発明適格性 
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公知のAI発明を後か
ら自然人が特許取

得できる不合理が生

じるため、当然に先

行技術に含まれる2。 

4. 先使用権の成否 
 
（特許法第79条） 

自社内でAIが自律創
出した技術を事業準

備・実施していた場

合、他者の後願特許

に対し先使用権を主

張できるか。 

先使用権を認めるべ

き。ノウハウ秘匿や

事業継続の観点か

ら、AI自律発明の実
施者にも先使用権の

保護が不可欠8。 

先使用権を認めるべ

き。ただし現行法第

79条の解釈や技術
的思想の同一性要

件との整合性には解

釈・立法上の課題あ

り8。 

4. 「AIが生み出した成果の特許保護」と「AI自体の発明者認
定」の理論的・制度的峻別 
AI自律発明を巡る議論が一般の報道や一部の議論において混乱を招きやすい最大の原因は、「AI
が生み出した技術的成果（アウトプット）を特許制度で保護すること（客体的保護の論点）」と、「AI自
体を『発明者』として法的に認めること（主体的地位の論点）」という、次元が異なる2つの問題が混同
されて語られることにある1。 
歴史的にこの2つの論点が結びついて議論されるようになった発端は、米国のライアン・アボット氏ら
が主導し、より優れた食品容器等を設計したAI「DABUS」を発明者として各国に特許申請した国際的
な訴訟活動にある1。アボット氏は「米国等がAI生成成果物を保護対象から除外すれば、創薬開発に
悪影響を及ぼす」と警告し、成果物の保護を求める手段としてAI自体を発明者として記載するアプ
ローチをとった1。なお、海外の立法動向としては、自然人が存在しない発明に対しAI自体を発明者と
して特許出願することを認める産業財産法改正案が外国の連邦下院議会に提出され審議されると

いった例外的な動きも見られるものの、日本を含む主要先進国の法秩序および政策議論において

は、これら2つの論点は明確に切り離して整理されている1。事実、特許制度小委員会における論点

整理でも、「① AI自律発明が特許法に規定する『発明』に該当し保護されるか」という客体的論点と、
「② 人の関与があるが発明者が存在しない場合やAI自律発明において、誰に権利を帰属させるか、
AIを発明者として認めるべきか」という主体的論点は明確に区別して設定されている19。 
4.1 「AI自体を発明者として認めること」が否定される法的根拠（主体的論点） 
まず、「AI自体を発明者として認めること」については、日本の最高裁判所（2026年3月4日決定によ
り知財高裁令和7年1月30日判決が確定）をはじめ、米国連邦巡回区控訴裁判所（CAFC：2022年
Thaler v. Vidal判決、2023年4月24日連邦最高裁が裁量上訴不受理）、英国最高裁判所（2023年12
月20日判決）、欧州特許庁（EPO）審判部（2021年12月21日決定）、ドイツ特許商標庁など、主要先
進国の司法・行政機関において「発明者は自然人に限られる（自然人絶対原則）」として完全に否定

されている1。日本においてAI自体の発明者適格が否定される法的・理論的根拠は、以下の3点に集



約される10。 
第一の根拠は、権利能力の欠如と「特許を受ける権利」の原始帰属の不可能性である12。特許法第

29条第1項柱書が規定する「発明をした者」とは、権利義務の帰属主体となり得るとともに、何らかの
創作活動ないし精神的活動をすることができる者、すなわち自然人であることが当然の前提とされて

いる12。また、発明者が発明者名誉権を取得することも、「発明をした者」が人格的利益の享有主体

である自然人であることを前提としている12。現行特許法には、AI発明のように自然人たる発明者を
観念できない場合を念頭に「特許を受ける権利」が発生し、それが何人かに原始的に帰属することを

定めた規定は存在しないため、権利能力のないAIの行った発明に対してAIを発明者として特許を付
与することはできず、国内書面の「発明者」の「氏名」欄にも自然人の氏名を記載することが必須とな

る12。 
第二の根拠は、知的財産基本法および伝統的発明概念との整合性である10。知的財産基本法第2
条第1項は、「知的財産」を「発明、（中略）その他の人間の創造的活動により生み出されるもの」と定
義しており、現行法体系は「発明」を人間の精神的創作として位置づけたドイツの法学者コーラーの

定義を踏襲している10。 
第三の根拠は、進歩性判断の基準となる「当業者」概念の崩壊リスクである12。東京地裁判決（2024
年5月16日）が判示したように、仮に特許法上の「発明者」にAIが含まれるとすれば、特許法第29条
第2項の「その発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者（いわゆる当業者）」にもAI
が含まれることになる12。しかし、AIと自然人の創作能力を同一であると判断するのは困難であり、自
然人が想定されていた「当業者」という概念をAIに適用することは相当ではなく、進歩性の判断基準
そのものを変質させてしまう弊害が生じる12。 
4.2 「AIが生み出した成果を特許で保護すること」の現行法アプローチ（AI利用
発明における自然人認定） 
以上のように「AI自体を発明者として認めること」が法理論的にも実務的にも否定される一方で、「AI
が生み出した成果（技術的アウトプット）を特許で保護すること」は、AIを発明者にしなくとも実現可能
であり、人間の関与の度合いに応じて「現行法枠内でのAI利用発明としての保護アプローチ」と「将
来の立法論による完全なAI自律発明の保護アプローチ」の2段階に整理される8。 
現在、AI創薬企業を含む産業界で現実に行われているAI生成成果物の保護は、すべて第1の「現行
法枠内でのAI利用発明としての保護アプローチ」によっている1。すなわち、生成AIを含むAIシステム
を、電卓や実験装置、コンピュータソフトウェア、研究データベース等と同様に、人間の発明者が使

用する単なる「道具（ツール）」として位置づける方法である1。AIシステムがアイデアを生成したり分
子を設計したりしたとしても、それは請求項に記載された発明を着想した人間の発明者が使用する

ツールに過ぎないとみなされるため、開発プロセスに関与した自然人（例えばAI創薬企業のCEOや
人間の研究者ら）を発明者として記載することで、AIが生み出した成果物を適法に特許保護すること
ができる1。 
この現行法アプローチにおいて実務上の核心となるのは、「人間がどの程度の関与をすれば、AIを
利用して創出した成果の『発明者』と認められるか」という発明者認定基準である8。日本の学説・実

務においては、発明の成立過程を「着想の提供」と「着想の具体化」の2段階に分け、新しい着想の
提供者およびその具体化が自明でない限り具体化した者も共同発明者とする「2段階説」や、発明の
特徴的部分（技術的思想）への創作的関与を判断する枠組みが用いられてきた21。例えば、主薬と

賦形剤を混合して細粒核を製造する公知の方法と高速撹拌造粒機を用いる論文を組み合わせるこ

とを上司が着想し、部下等が実験により結晶セルロース（賦形剤）を60重量％以上用いることを見出



した事案では、課題解決の鍵は最適な実験条件の発見にあり、方向性を大筋で示したにすぎない上

司は発明者ではないと判断されている21。 
この伝統的な基準をAI利用発明に適用するにあたり、米国特許商標庁（USPTO）が2024年に策定・
更新したガイダンスにおける「Pannuファクター（CAFC判例に基づく共同発明者認定の三要素であ
り、①発明の着想または実用化に何らかの重要な貢献をしたか等）」を援用した整理が日本でも参

照されている8。具体的には、自然人が単にAIに一般的な課題を提示しただけ、あるいはAIの出力を
そのまま認識・評価しただけでは直ちに発明者とは言えないものの、特定の問題に鑑みてAIから特
定の解決策を引き出すために適切なプロンプトを構築・設計した場合や、AIの出力を利用して重大な
貢献を行って発明を創出し実験を成功させた場合、あるいは特定の問題を解決するためにAIモデル
を設計・構築した場合などには、自然人に発明者としての重大な貢献（創作的関与）が認められ、そ

の成果物を特許として保護し得るという整理がなされている8。 
ここで注目すべきは、特許庁のヒアリング調査において明らかになった企業の二律背反的な懸念で

ある9。多くの企業からは、AIを利用して創作した発明における発明者認定の判断を補助する公的な
指針の策定を求める意見が寄せられた一方で、こうした指針を策定することにより発明者認定が明

確かつ厳密になることで、かえって誰も発明者として認定できず特許を取得できない事態（「人がAIを
利用した際に、発明は完成しているが発明者が不在となる場合」）が生じることを懸念する声も多く聞

かれた9。そのため、実務界および有識者の間では、AI利用発明においては現行の発明者認定基準
で対応可能でありつつも、「発明者」を柔軟に解釈して特許登録を受けられるようにすべきであり、厳

格な指針を示すことは難しいとの認識が共有されている8。 
4.3 「AIが生み出した成果を特許で保護すること」の将来立法アプローチ（AI自
律発明における権利帰属の再設計） 
さらに将来、AIとロボットによる自律化が進み、上記の柔軟な基準をもってしても創作的関与をした
自然人が存在しない「完全なAI自律発明」が生み出された場合、その成果物を特許で保護するには
第2の「将来の立法論による保護アプローチ」が必要となる10。 
この段階においても、「成果の保護」と「AIの発明者認定」の分離は決定的に重要である21。仮に製薬

企業等が求めるように、巨額の投資回収の保全や営業秘密としての秘匿化防止（技術公開の促進）

のためにAI自律発明の成果を特許法で保護するという立法政策をとる場合であっても、AIそれ自体
を「発明者」として認める必要は全くない19。代わりに立法論として検討されるのは、自然人の発明者

が存在しないAI自律発明について、特許を受ける権利の帰属主体を法規定によって直接特定の「自
然人または法人」に割り当てる制度設計である12。 
具体的には、AI自体を発明者とするのではなく、「発明を考案するために必要なアレンジメント（
arrangements necessary：手配・環境構築・投資等）を行った者」を発明者または権利帰属主体とす
べきであるとする提案や、AI開発者への権利付与・インセンティブ担保の在り方、あるいは研究開発
投資を行った企業等への権利帰属を整備するアプローチが議論されている16。さらに、東京地裁の

DABUS判決が指摘した通り、自然人とAIの創作能力の相違に鑑みると、AI自律発明に係る権利の
存続期間は、AIがもたらす社会経済構造等の変化を踏まえた産業政策上の観点から、現行特許法
による存続期間とは異なるものとして制度設計する余地が十分にあり得る10。このように、AIを発明
者とすることなく、権利の帰属主体や保護期間、保護要件を立法によって特別に設計することで、製

薬企業が求める「創薬投資の保護」と、電機・自動車企業が懸念する「過剰な特許独占の防止」とい

う相反する要請を調整する道が開かれるのである6。 
 



比較項目 論点A：「AI自体を発明者とし
て認めること」（主体的地位・

発明者適格の論点） 

論点B：「AIが生み出した成
果を特許で保護すること」（客

体的保護・権利帰属と産業政

策の論点） 

議論の本質 非自然人であるAIシステムそ
のものに、法的な「発明者」

の地位・氏名表示・権利能力

を付与するか否か1。 

AIの関与によって生み出され
た有用な技術的成果（新薬

化合物、新材料等）に排他的

権利を与え、投資回収と技術

公開を促すか否か19。 

現在の法的・政策的結論 全面的に否定（決着済み）。

日本（2026年3月最高裁決定
確定）および米・英・欧の主

要国すべてにおいて「発明者

は自然人に限る」で一致1。 

AI利用発明は現行法で保護
可能、完全なAI自律発明は
継続検討（意見対立）。産業

分野ごとのニーズと国際調和

を踏まえた政策課題3。 

主な法的・理論的根拠 AIには権利能力がなく「特許
を受ける権利」の原始帰属主

体になり得ない（特許法第29
条第1項）。またAIに発明者名
誉権や創作意欲へのインセ

ンティブは不要であり、AIを
発明者に含めると第29条第2
項の「当業者」概念が変質し

進歩性基準が崩壊する12。 

AIが生成した成果であって
も、その実用化（臨床試験

等）には企業による巨額の投

資リスクが伴う（製薬業界の

主張）。また特許保護を否定

すると有用な技術が営業秘

密として秘匿され公開されな

い恐れがある一方、海外巨

大企業による特許乱発の懸

念との調整が必要となる1。 

実務的・制度的な解決手法 AIの名称を発明者欄に記載
した出願は形式要件・実体要

件違反として却下・拒絶され

る（自然人の氏名の記載が

必須）8。 

**現行法下（AI利用発明）**
では、AIを「道具」と位置づ
け、課題設定・プロンプト構

築・実験検証等で重要な貢

献をした自然人を柔軟に発

明者として認定し保護する8。

**将来立法論（AI自律発明）
**では、AIを発明者にせず、
必要なアレンジメントを行った

者やAI開発者・投資企業に
直接権利を帰属させ、存続

期間等を調整して保護する10

。 



5. 結論：今後の制度設計と企業知財実務への示唆 
日本におけるAI自律発明を巡る議論を総括すると、「製薬企業からAI自律発明の特許保護を求める
意見が示されている」という事実は、単なる一業界の要望にとどまらず、AI時代の知的財産制度が
直面する構造的な転換点を示している4。2026年3月の最高裁決定によって「現行法上、AI自体は発
明者になれない」という主体的論点に終止符が打たれたことで、日本の知財政策の焦点は「AI自体
に発明者の地位を与えるか」という形式的な議論から完全に脱却し、「AIが生み出した技術的成果を
いかにして社会経済の発展に結びつけるか」という実質的な客体的保護・産業政策のフェーズへと

移行した3。 
今後の制度設計および企業の知財戦略においては、以下の3つの視点が決定的な意味を持つ6。 
第一に、「AI利用発明」における自然人発明者認定の柔軟な運用と実務対応の徹底である8。完全な

AI自律発明が技術的に一般化するまでの当面の間、企業はAIを「道具（ツール）」として位置づけ、
自然人である研究者の創作的関与を特定することで成果物の特許保護を図る必要がある8。特に創

薬や材料開発のようにAIの寄与度が高い分野においては、単にAIが出力した結果のみを記録する
のではなく、人間がいかなる技術的課題を設定し、どのように適切なプロンプトを構築して出力を引

き出し、そして出力された候補に対して人間がいかなる実験・検証を行って発明を完成・実用化させ

たのかという「人間の重大な貢献」の過程を研究開発記録として体系的に保全することが、将来的な

発明者認定の疑義（発明者不在リスク）を回避する上で不可欠となる8。 
第二に、防御的知財戦略としての「引用発明適格性」と「先使用権」の活用および法整備である8。AI
自律発明への特許付与の是非については製薬業界と電機・自動車業界の間で対立が続くものの、

AIが生成した技術情報を先行技術（引用発明）として認め他者による不当な特許独占を排除すべき
であるという点、ならびに自社内でAIが自律生成した技術の実施者に先使用権を認めるべきである
という点においては、産業界と有識者の間で強固なコンセンサスが成立している6。特許庁および立

法府においては、完全なAI自律発明の特許保護に関する結論を待つまでもなく、特許法第2条第1項
の「発明」概念と第29条第1項各号（引用発明）および第79条（先使用権）との関係を審査基準や解
釈指針等で明確化し、日本企業がAIを安心して研究開発や事業準備に導入できる法的予測可能性
を担保することが求められる8。 
第三に、産業特性に応じたきめ細かな立法論（権利帰属と保護期間の再設計）の構築である8。中長

期的に人間が関与しないAI自律発明が実用段階に達した際、製薬業界が直面する「臨床試験等の
莫大な研究開発投資の回収必要性」と、電機・IT・自動車業界が危惧する「計算資源に勝る海外大
手企業による大量特許取得・市場独占リスク」を両立させるためには、AI自体を発明者とすることな
く、必要なアレンジメントや投資を行った企業・開発者等に権利帰属を認めた上で、実験的な実用化

貢献の裏付けを重視したり、権利の存続期間を通常の特許権とは異なる設計としたりする制度的ア

プローチが有効となる10。「知的財産推進計画2026」および特許制度小委員会が掲げる国際動向を
見極めた継続検討においては、この「成果の保護」と「AIの発明者性」の厳密な峻別を前提とした、
日本の産業競争力を最大化する精緻なルールメイキングが期待される3。 
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